主な内容
①地方公務員法の一部改正では、月60時間を超える時間外勤務手当の支給に代えて取得できる代替休暇について、非現業の地方公務員を適用する、②地方育休法の一部改正では、国の育児休業法の改正を踏まえ、配偶者が育児休業をしている場合においても育児休業、育児短時間勤務及び育児時間の承認の請求をすることができる、などの内容について通知しています。
①の地方公務員法の一部改正の施行日は、2010年4月1日、②の地方育休法の一部改正の施行日は、平成22年６月30日までの間に政令で定める日としています。総務省は、地方公務員法及び地方育休法の一部改正にかかる条例参考例等については、別途通知する予定としています。
また、通知では、当分の間、常時使用する労働者の数が300人以下の自治体については、月に60時間を超える時間外勤務手当の支給割合の引上げは適用されないとしつつも、国や他の地方公共団体との均衡を考慮することが必要であり、常時使用する労働者の数が300人以下の自治体についても、「国の制度を基本としつつ、適切に対処されたい」との考えを示しています。
この通知を踏まえ、300人以下の自治体についても時間外勤務手当の引き上げにむけて取り組みの強化をお願いします。

